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議案第168号 

 

大阪市みどりのまちづくり条例の一部を改正する条例案 

 

大阪市みどりのまちづくり条例（平成28年大阪市条例第31号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる規

定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（保全配慮計画） 

第９条 市長は、緑の基本計画において都市

緑地法第４条第２項第８号の重点的に緑地

の保全に配慮を加えるべき地区（以下「保

全配慮地区」という。）及び当該地区におけ

る緑地の保全に関する事項を定めたとき

は、当該地区における緑地の保全を計画的

に実施するための計画（以下「保全配慮計

画」という。）を策定するものとする。 

[２・３ 略] 

（建築物の新築等をする場合の緑化義務） 

第12条 新築、増築又は改築（以下「新築等」

という。）をしようとする場合には建築基準

法第６条若しくは第６条の２の規定による

確認の申請又は同法第18条第２項若しくは

第４項の規定による通知が必要である建築

物であって、その敷地面積が1,000平方メー

トル以上のもの（以下「特定建築物」とい

う。）の新築等をしようとする者（以下「緑

化義務者」という。）は、当該特定建築物に

係る新築等の工事が完了するまでに、当該

特定建築物の敷地内における緑化を行わな

ければならない。 

（保全配慮計画） 

第９条 市長は、緑の基本計画において都市

緑地法第４条第２項第６号の重点的に緑地

の保全に配慮を加えるべき地区（以下「保

全配慮地区」という。）及び当該地区におけ

る緑地の保全に関する事項を定めたとき

は、当該地区における緑地の保全を計画的

に実施するための計画（以下「保全配慮計

画」という。）を策定するものとする。 

[２・３ 同左] 

（建築物の新築等をする場合の緑化義務） 

第12条 新築、増築又は改築（以下「新築等」

という。）をしようとする場合には建築基準

法第６条若しくは第６条の２の規定による

確認の申請又は同法第18条第２項の規定に

よる通知が必要である建築物であって、そ

の敷地面積が1,000平方メートル以上のも

の（以下「特定建築物」という。）の新築等

をしようとする者（以下「緑化義務者」と

いう。）は、当該特定建築物に係る新築等の

工事が完了するまでに、当該特定建築物の

敷地内における緑化を行わなければならな

い。 
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[２・３ 略] 

（緑化等計画書の届出義務） 

第14条 前２条の規定により特定建築物の敷

地内における緑化又は公園若しくは広場の

設置を行う緑化義務者は、市規則で定める

ところにより、緑化（前条第１項に規定す

る緑化義務者にあっては、緑化及び公園又

は広場の設置）に関する計画書（以下「緑

化等計画書」という。）を作成し、当該特定

建築物に係る建築基準法第６条若しくは第

６条の２の規定による確認の申請又は同法

第18条第２項若しくは第４項の規定による

通知を行うまでに、市長に届け出なければ

ならない。 

（緑化重点計画） 

第20条 市長は、緑の基本計画において都市

緑地法第４条第２項第10号の重点的に緑化

の推進に配慮を加えるべき地区（以下「緑

化重点地区」という。）及び当該地区におけ

る緑化の推進に関する事項を定めたとき

は、当該地区における緑化の推進を計画的

に実施するための計画（以下「緑化重点計

画」という。）を策定するものとする。 

[２・３ 略] 

[２・３ 同左] 

（緑化等計画書の届出義務） 

第14条 前２条の規定により特定建築物の敷

地内における緑化又は公園若しくは広場の

設置を行う緑化義務者は、市規則で定める

ところにより、緑化（前条第１項に規定す

る緑化義務者にあっては、緑化及び公園又

は広場の設置）に関する計画書（以下「緑

化等計画書」という。）を作成し、当該特定

建築物に係る建築基準法第６条若しくは第

６条の２の規定による確認の申請又は同法

第18条第２項の規定による通知を行うまで

に、市長に届け出なければならない。 

 

（緑化重点計画） 

第20条 市長は、緑の基本計画において都市

緑地法第４条第２項第８号の重点的に緑化

の推進に配慮を加えるべき地区（以下「緑

化重点地区」という。）及び当該地区におけ

る緑化の推進に関する事項を定めたとき

は、当該地区における緑化の推進を計画的

に実施するための計画（以下「緑化重点計

画」という。）を策定するものとする。 

[２・３ 同左] 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例の施行期日は、市長が定める。 

  令和６年９月12日提出 

大阪市長  横 山 英 幸  

 

説 明 

 建築基準法等の一部改正に伴い、新築等をする場合の緑化義務の対象となる建築物の範囲を改め
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るとともに、規定を整備するため、条例の一部を改正する必要があるので、この案を提出する次第

である。 

 


